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ポスト・グローバル化と国家機能の変容

岩　崎　正　洋

１ 　なぜ国家に注目するのか

グローバリゼーション（Globalization）をどのように規定するかにかかわらず，

グローバリゼーションと国家とのかかわりは，さまざまな立場から言及されて

きた。過去数世紀にわたり厳然と存在してきた国家がグローバリゼーションの

波に飲み込まれるのか否かをめぐり，実に多くの見方が示された。一方で，国

家の存在を念頭に置いて，国家の役割がどのように変容を遂げることになるの

かが論じられたが，他方において，「国家の退場」という表現に象徴されるよ

うに（Strange 1996），グローバリゼーションによって国家の役割が低下し，結

果的に国家の衰退なり国家の機能不全をもたらすと考えられた。

グローバリゼーションに関して楽観的な立場の論者は，グローバリゼーショ

ンという新しい現象を望ましいものとして捉え，悲観的な論者は，グローバリ

ゼーションを望ましいものとは考えず，反グローバリズムの立場をとる。懐疑

論者は，グローバリゼーションそれ自体が注目に値するような新しい現象では

ないと考え，グローバリゼーションを国家間の経済関係の深化に過ぎず，国家

の相対的な地位は高いままであるという。また，グローバリゼーションによっ

て国家が変容していくという立場もみられた。とりわけ，国家変容論者は，グ

ローバリゼーションが主権国家における政府の権限，機能，権威を再編成し，

再設計すると考えた（杉浦 2007）。結果的に，どのような立場の主張が長い論争

論　説
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の末に勝利を収めたのかはさておき，国家が直接的であれ間接的であれ，グ

ローバリゼーションに直面することによって何らかの影響を受けたり，影響か

ら逃れようとしたりしてきたのは，20世紀の終わりから今日に至るまでの国内

政治および国際政治をふりかえれば明らかなことである。

2010年代が終わり，2020年代を迎えた現在，グローバリゼーションをめぐる

喧噪はひと段落したようである。グローバリゼーションは，従来の政治学が議

論の枠組みとしてきた「国家」の存在に対して疑問を投げかけ，現実政治を分

析する際に「国家」という枠組みの有効性に再考を促した。現時点で指摘でき

ることは，まず，グローバリゼーションによって国家が消え去ることなく，生

き残っていることである。国家は，ヒト，モノ，カネ，情報が容易に国境を超

えて移動できる現状において，依然として存在している。国家は今もなお一定

の機能を果たしている。今のところ，国家が消滅しそうな気配は感じられない

し，国家に取って代わる存在も見当たらない。グローバリゼーションによって

国家が衰退するという見方は外れ，国家は，これまでと同様の機能を果たすと

ともに，ときには，これまでとは異なる機能を果たしているようにもみえる。

ともすれば，国家の機能が強化されているような場面を目撃できる。

グローバリゼーションという現象の先にあったのは，国家の存在しない景色

ではなく，以前よりも国家が強固になっている景色であった。グローバリゼー

ションの先の「ポスト・グローバリゼーション」の時代においては，国家の役

割の再定義が必要となる。過去数十年間の政治的変容を鳥瞰的に捉えることは，

国家の変容を把握することができるし，国家がどのような機能を果たしてきた

のか，また，どのような機能を果たさなくなったのかについて考えることがで

きる。

本稿では，第二次世界大戦後に新興諸国が登場した時期，20世紀最後の四半

世紀に民主化の第三の波により数多くの民主主義国家が登場した時期，さらに，

ポスト・グローバリゼーションの時期として今日の状況に注目する。とりわけ，

本稿は，「政治発展」，「民主化」，「ガバナンス」といった論点に焦点を向ける

ことにより，国家の変容について考えることとする。
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２ 　国家をどのように扱うのか：政治発展論と民主化論

（ １）国家数の増大と政治発展論

本稿の関心からいえば，第二次世界大戦後の比較政治学において，とりわけ

注目する必要があるのは，政治発展論と民主化論である。政治発展論は，第二

次世界大戦後の国家数の増大という現象を取り扱い，民主化論は，20世紀の終

わり頃の民主主義国家の増大という現象を取り扱った。比較政治学は，新しく

誕生した国家に注目し，その後，新しく民主主義になった国家に注目した。第

二次世界大戦後の世界は，まず，国家が増え，その後，民主主義（国家）が増

えた。現存する国家は，グローバリゼーションに直面するよりも前に誕生し，

グローバリゼーションを経験した後も存続している。ここでは，政治発展論と

民主化論に注目し，グローバリゼーションを経験するまでに比較政治学がどの

ように国家を取り扱ってきたのかについてふりかえる。

第二次世界大戦後には，欧米諸国による植民地支配が終わり，アジアやアフ

リカにおいて，新しい国家が数多く誕生した。政治発展論はまさに当時の状況

を受け，既に発展を遂げた欧米の先進工業民主主義諸国をモデルとして，新興

諸国が後から続いて発展段階を経ていくという論理によって成り立っていた

（白鳥 1968；岩崎 2006）。

戦後すぐに新興諸国が数多く誕生したことは，歴史的にみても国家の数が増

加した一つの区切りの段階として位置づけられる。その後も国家の数は増え続

けた。国際連合への加盟という点から国家数の変遷をみると 1，1945年の国連

設立時の原加盟国は51か国であったが，1955年に加盟国は76か国になり，1960

年に99か国，1961年に104か国，1978年に151か国，2000年に189か国，2011年

には193か国になり，現在に至っている。しかし，各国が国連に加盟した時期

がそのまま国家誕生の時期と一致しており，時系列的に国家数の変遷をたどる

ことができるというのではない。たとえば，原加盟国のいくつかは，1945年の

加盟時点においては未だ独立国家ではなかった 2。加盟時期と国家誕生時期と

が一致しているわけでもない 3。そのため，国連加盟国数の変遷をそのまま国
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家数の増加と結びつけて理解することは適切ではないが，国家数の増加を概略

的に把握することはできる。

国家数の増加は第二次世界大戦後の顕著な現象であったが，1970年代までは，

政治発展論の興隆がみられ，説得力をもって展開されていた（岩崎 2006）。政治

発展論においては，たとえば，アーモンド（Gabriel A. Almond）のように，「国

家」ではなく「政治システム」という概念を用いて，国家の発展や機能を説明

しており，国家が政治的に発展した段階に達すると，どのような機能を果たす

ようになるのかという点を説明していた。

アーモンドとパウエル（G. Bingham Powell, Jr.）は，イーストン（David Easton）

による政治システム論をふまえ，政治システムが正当な物理的強制力と関連性

をもつと指摘した。彼らは，ウェーバー（Max Weber）による国家概念を念頭

に置いて，国家という用語を政治システムという用語に置き換えている。政治

システムにおいて，正当な物理的強制力がみられるのは権威がともなうからで

あり（この点はイーストンによる諸価値の権威的配分という説明に結びつく），他の社

会システムと政治システムとの違いを明確にする。

彼らによれば，政治システムは，システムレベル，過程レベル，政策レベル

の三つのレベルで機能を果たしている（Almond and Powell 1978 邦訳19-23）。ま

ず，システムレベルでは，システムの維持と適応の機能がみられる。政治シス

テムにおいては，さまざまな役割を担う人間が補充されたり，役割が変化した

り，新しい役割がつくられたりする。この点は，補充（リクルートメント）の機

能と呼ばれる。政治文化については，人びとの態度が形成されたり，維持され

たり，変化するが，この点は，政治的社会化の機能と呼ばれる。人びとのコ

ミュニケーションもまた同様に影響を及ぼしており，この点は，コミュニケー

ションの機能と呼ばれる。

次に，過程レベルでは，インプットがアウトプットへと変換される機能がみ

られる。インプットとアウトプットは，システムと環境との間の関係によって

生じ，政治システム内部の過程が変換過程となる 4。環境からのインプットは，

要求や支持として政治システムに入り，政策アウトプットとして政治システム
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から出ていくが，アウトプットがフィードバックし，政治システムに影響を及

ぼす。変換過程では，四つの機能がみられる。第一に，利益表出の機能であり，

さまざまな利益集団や個人が自己の利益のために政策の変更や継続についての

要求を表明する。第二に，利益集約の機能であり，利益表出によって明らかに

なった多様な要求が少数の政策選択肢に集約される。利益集約は主に政党が果

たす機能である。第三に，政策形成の機能であり，第四に，政策実施の機能で

ある。政策形成では，議会や内閣，首相や大統領などが主な役割を果たし，政

策実施では，官僚や裁判所が主な役割を果たす。各機能が一つか二つの特定の

政治的アクターによって果たされるのではなく，四つの機能は相互に結びつい

ており，誰がどの機能を担うのかという点を明確に区分するのが困難な場合も

ある。

政策レベルでは，政策の遂行や政策の成果にかかわるシステムの機能がみら

れる。とりわけ，政治システムのアウトプットとして政策が実施されると，そ

れがフィードバックにつながり，環境へと影響を及ぼし，再びインプットへと

つながる。ここでは，他の二つのレベルのように，具体的な名称をもつ機能は

明示されていないが，政治システムの機能が常に政策という具体的なものと結

びついているのは，この点から明らかである。

アーモンドとパウエルによる政治システムの分析は，しばしば政治システム

の構造機能分析と呼ばれており，各政治システムにおいて，どのような構造が

利益表出や政策形成などの機能を果たしているのかという疑問を解明しようと

している（Almond and Powell 1966; 1978）。異なる政治システムを比較するには，

政治発展という概念を用いることが有用である。政治発展は，文化の世俗化や，

政治システムの構造分化といった傾向にかかわっており，たとえば，ある政治

システムが世俗化された政治文化をもっており，構造的に分化しているならば，

国内的および国際的な環境に影響を及ぼす能力が高まり，効果的な政策を形成

し実施する可能性が高い。しかし，政治文化が世俗化されておらず，構造も分

化していないような政治システムは，政治発展のレベルが低いとされ，国内的

にも国際的にも環境に対する影響はあまりみられない。



222 法 学 紀 要　第62巻

かくして，アーモンドとパウエルは，政治システムにかかわる概念を論じな

がら，政治発展や政治文化という概念に言及し，政治システム論を政治発展論

に結びつけたのであった。政治発展論では，政治システムの機能という点から

国家が説明されており，発展した国家が果たす役割を抽象化して示したので

あった。

（ ２）民主主義国家数の増大と民主化論

20世紀の後半になると，世界的な規模での民主化がみられた。第二次世界大

戦後は，国家数の増大がみられ，20世紀後半には，民主主義（国家）数の増大

がみられた。ハンティントン（Samuel P. Huntington）によれば，民主化の「第

三の波」が生じたのである（Huntington 1991）。1974年のポルトガルの民主化後

に，ギリシャでは軍事体制が崩壊して文民政権が誕生し，1975年には，スペイ

ンでもフランコ体制崩壊により民主化が始まった。1970年代後半には，民主化

の波がラテンアメリカに波及した。1980年代になると，1986年にフィリピンで

独裁政権が崩れ，台湾では1987年に戒厳令が解かれた後に民主化が進み，1996

年に初めての総統直接選挙が実施された。韓国では1987年に民主化を求める運

動が激化し，その後の民主化につながった。

さらに，1980年代以降には，東欧諸国や旧ソ連諸国において民主化への兆し

がみられ，1989年にポーランド，ハンガリー，東ドイツ，ブルガリア，チェコ

スロバキア，ルーマニアなどでみられた民主化へ向けた動きは，近隣諸国一帯

で次から次へと伝播していった。その後も第三の波は，アフリカにまで押し寄

せ，1990年代初頭の南アフリカでの民主化をはじめ，世界各地に広がった。

その後，「アラブの春」と表現されたように，2010年12月にチュニジアでの

ジャスミン革命に端を発し，2011年には，エジプト，リビアなどで長期にわた

る独裁政権が崩壊し，中東において民主化が進展するかのようにみえた。民主

化の波とともに，揺り戻しの波がみられることは明らかであるし，体制移行や

民主主義の定着は容易なことではない。民主化の第三の波は，それ以前の二つ

の波と比べると，かなり大規模なものであり，広範囲にわたり押し寄せたため，
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結果的に民主主義国家が増加したとはいえ，揺り戻しの波も生じ，体制移行に
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らしたり，ハンティントンが雪だるま式効果ないしデモンストレーション効果

と表現したように，ある国の民主化が他国の民主化に影響を及ぼしたりするこ

とによって民主化を経験し，民主主義国家が誕生した（Huntington 1991）。国家

間の関係においても，南欧諸国は，ヨーロッパ共同体へ加盟するために自国の

民主化を進めようとし，1970年代以降の米国の外交政策が人権と民主主義を促

進する立場を打ち出したことにより，民主化支援が外交における一つの手段と

なり，結果的に世界的な規模での民主主義国家の数の増加にもつながった。

民主化の第三の波がみられたのは，20世紀の最後の四半世紀であり，20世紀

の終わり頃にグローバリゼーションが叫ばれ始めた時期と重なる。世界的な規

模での民主化の波は，グローバリゼーションとほぼ同じ時期にみられた現象と

して捉えることもできるし，民主主義の地球的規模での広がりという意味では，

民主化がグローバリゼーションの一部をなすものとして捉えることができる。

グローバリゼーションに直面し，国家が，とりわけ民主主義国家がどのように

対応したのであろうか。換言すれば，グローバリゼーションに直面した国家に

ついて，どのように説明することができるのであろうか。

３ 　�国家はグローバリゼーションにどう向き合ったのか：�
ガバナンス論

グローバリゼーションに直面した際に，新たに「ガバナンス」という現象が

みられるようになり，それを説明するためにガバナンス論は普及した（Hirst 

2000）5。とりわけ，グローバル・ガバナンス論は，その名の通り，グローバル

なレベルでのガバナンスを論じるため，他のレベルに注目したガバナンス論よ
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りも地球的規模の統治にかかわる問題に言及する。たとえば，そこで論じられ

たのは，地球環境問題や，移民や難民などといった人の移動の問題である。グ

ローバル・ガバナンス論は，一つの国家の枠内では解決できないような地球的

規模の問題群に対処するためにはどのようにしたらいいかを考えるとともに，

実際に行われている各種の取り組みについて検討を行っている。

グローバル・ガバナンス論がグローバルな視点をもつがゆえに，主に焦点を

絞るのは個々の国家というよりも，国家よりも上位レベルのものとなる。とき

には，国際機関であったり，NGO であったり，あるいは国家を含む多様なア

クター間でなされる統治に焦点が向けられる。グローバル・ガバナンス論は，

グローバリゼーションと国家とのかかわりを論じながらも，国家の外側のガバ

ナンスに目を向けており，複数の国家を包含するかたちでのガバナンスという

態様を想定するため，一つの国家がグローバリゼーションにどのようにかかわ

るのかという点については，あまり目を向けない。

同様に，マルチレベル・ガバナンス論も，たとえば，欧州諸国の統合に関連

して用いられるため，国家にかかわるガバナンスの一つ態様として捉えること

ができる。しかし，マルチレベル・ガバナンス論もグローバル・ガバナンス論

のように，必ずしも一国内部のガバナンスを取り扱っているわけではなく，国

家の枠組みを超えたガバナンスの態様に注目しているため，ここでの議論の対

象にはなり難い。

したがって，ここでは，グローバル・ガバナンスやマルチレベル・ガバナン

スよりも，ガバナンスそのものに焦点を絞り，国家レベルの統治に目を向ける

ことで，グローバリゼーションに直面した国家そのものがどのように対応した

のかという点に焦点を絞ることとする。一国レベルのガバナンスに焦点を絞る

と，ガバナンス論は，大別して二つの立場に分けられる。一方の立場は，国家

中心アプローチであり，もう一方の立場は，社会中心アプローチである（西岡 

2006）。

国家中心アプローチは，国家や政府の存在を前提として，ガバナンスについ

て論じており，ガバナンスにおける国家ないし政府の役割に焦点を向けてい 
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る 6。国家は，舵取り（steering）を行う存在であり，他のアクターと明確に異

なる役割を果たす。ガバナンスという用語には，舵取りという意味があるため，

国家が「舵取り」役を果たすものとして位置づけられる。国家は，統治の中心

に位置しており，国家と他のアクターとの関係は垂直的な関係となる（Pierre 

and Peters 2000）。したがって，国家は従来通りの役割を果たしながら，さらに，

他のアクターとの協働を行うようになったと理解することができる。

それに対して，社会中心アプローチは，さまざまなネットワークやパート

ナーシップのタイプにみられる調整や自己統治に焦点を絞っており，主として

政策ネットワークの役割に目を向けている（Pierre 2000）。国家は，中心に位置

しているのではなく，複数のアクターのうちの一つとして位置づけられる。国

家は他のアクターと同格の存在でしかない。ガバナンスは，多様なアクターに

よる水平的な関係によって実現し，アクター間のネットワークが重要になる 7。

国家中心アプローチに比べると，社会中心アプローチは，論点が多岐にわ

たっており，次々と新たな研究成果が発表された。たとえば，ガバナンス・

ネットワーク（governance network）という概念を中心に据えてガバナンス論

を展開している論者たちは，「第一世代」から「第二世代」の台頭へと広がり

をみせた（Sørensen and Torfing 2007）。彼らは，第一世代の議論を引き継ぎつ

つも，新たに民主的ネットワーク・ガバナンス（democratic network governance）

という概念を提起した。彼らの議論においては，民主主義という概念が用いら

れるようになった。民主的ネットワーク・ガバナンスという概念は，民主主義

とガバナンスという二つの概念が結びついたものである。ガバナンスについて

は，説明責任（accountability），応答性（responsibility），透明性（transparency）

などとの関連が考慮に入れられてきたが（Peters and Pierre 2006），民主主義と

ガバナンスとのかかわりについては，あまり言及されてこなかった。しかし，

民主的ネットワーク・ガバナンスという概念の提起と，第二世代の議論の展開

により，ガバナンス論は，民主主義にも関心を向けるようになった（Benz and 

Papadopoulos 2006）。

その後，二つのアプローチは徐々に歩み寄りをみせるようになり，国家中心
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アプローチと社会中心アプローチとの二項対立的な状況は変わり，それぞれの

知見が生かされ，現在に至っている。ガバナンス論において，当初は二つのア

プローチが顕著であったとはいえ，両者の違いを最も明確に示していた点は，

国家の役割という点であった。国家中心アプローチは文字通り，国家を中心に

据えて，国家が舵取りを行って他のアクターとともに統治を行うとされたのに

対し，社会中心アプローチでは，国家は統治にかかわる一員に過ぎず，他のア

クターと同格の立場で統治に関与するとされた。二つのアプローチにおける国

家の位置づけは大きく異なるが，いずれの立場も統治には国家がかかわるとい

う視点に共通点がある。ガバナンス論は，グローバリゼーションの波が到来し

た時期における国家の役割を理解する手掛かりとなる。

確かに，グローバリゼーションにより，国家の衰退なり機能不全が引き起こ

されるという指摘がみられたが，それ以前にまでさかのぼって考えると，既に

1970年代には，国家ないし政府の統治能力の危機が指摘されていた（Crozier, 

Huntington and Watanuki 1975）。本稿におけるこれまでの議論をふまえると，次

のようにまとめることができる。

第二次世界大戦後の世界おいて，多数の民主主義国家は，アーモンドとパウ

エルが挙げたように，インプットからアウトプットへの変換過程が機能する政

治システムとして存続してきた。しかし，常にシステムが順調に機能し続けて

きたわけではなく，1970年代の時点でシステムの機能障害が顕在化し，「統治

能力の危機」として指摘された。その後，民主主義国家が直ちに機能不全に陥

ることはなかったが，20世紀の後半になるにしたがって，国家による統治は盤

石なものとはいえず，国家が唯一絶対ともいえる至高性をもつ存在として君臨

することに対して，疑問が呈されるようになった。その流れにおいて，ガバナ

ンス論が登場し，統治は，国家が単独で行うのではなく，他のアクターととも

に行うことが認識されるようになったのである。

グローバリゼーションは，国家を取り巻く環境の変化として捉えることがで

きる。国家の統治能力低下が顕在化したのと同時期に，グローバリゼーション

の波を国家が受けた結果として，ガバナンスという統治の態様は，より説得力
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をもつようになった。したがって，ガバナンス論は，国家の統治能力を説明す

るとともに，国家がグローバリゼーションという変化にいかに対応したのかと

いう点を説明する。20世紀の終わりにおいて，国家は従来の機能を放棄するこ

となく，他のアクターとともに一定の役割を果たし続けた。

その結果として，国家の相対的な地位が低下したようにみられたし，国家が

機能不全に陥ったようにもみられた。見方によっては，国家が退場するように

みえたのかもしれない。一瞥すると，グローバリゼーションにより，国家が統

治を担う唯一絶対的な存在ではなくなり，かつての面影を失ったようにみえた

のかもしれない。国家は，他のアクターの台頭により，相対的に地位を低下さ

せたようにみえたのであった。しかし，21世紀に入り，十年が過ぎ，二十年が

過ぎようとしたときにみえてきたのは，国家が今もなお中心的に統治にかかわ

る光景であった。

４ 　�グローバリゼーションの先にあったもの：�
ポスト・グローバリゼーションと国家

2020年には，COVOD-19の感染拡大が地球的規模でみられた。グローバリ

ゼーションの結果として，ある感染症が世界的に拡大し，至るところで感染拡

大が引き起こされる危険がしばしば指摘されるようになった。まさに，

COVOD-19は，グローバリゼーションの結果として，世界的に感染拡大したの

であり，その後の各国政府の対応をみると，グローバリゼーションの先にあっ

たものが何であったのかを考えるのに有用な事例を提供する 8。COVOD-19に

ついては稿を改めて論じることとし 9，まず，本稿では，それ以前の事例に注

目する。

たとえば，過去にみられたパンデミックとしては，2009年の新型インフルエ

ンザが挙げられる10。新型インフルエンザは，当初，メキシコで豚のインフル

エンザとして発生したが，豚から人へ直接感染し，人同士での感染が広まり，

世界的な流行に至った。世界保健機関（WHO）は，感染症が流行する度合い
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にもとづいて段階を区分し，パンデミックへの対策の必要性を呼びかけている。

WHOは2009年 4 月24日の時点で，メキシコで多数の死亡者が出ている旨を発

表し，28日には人から人への感染が確認されたことを意味する「フェーズ 4」

の宣言を行った。 4月30日には，「フェーズ 5」に引き上げられた。

日本政府は，新型インフルエンザ対策本部を設置し，「基本的対処方針」を

策定した。 5月 9日には，日本で初めて感染者がみつかった。成田空港の検疫

において，カナダに短期で渡航していた日本人の高校生が感染していることが

判明した。その後，日本国内の感染者は全国的に拡大した。最初の感染者は，

カナダを出発後，米国で飛行機を乗り継ぎ成田空港に到着したが，メキシコで

発生した新型インフルエンザが日本にも到達し，日本で流行したことは，人の

国境を超えた移動が日常化した結果であり，グローバリゼーションの産物でも

ある。

事態は，新型インフルエンザに感染した 3名が到着後すぐに成田市の病院に

隔離入院しただけでは済まなかった。成田空港までの機内において，感染者の

近くの座席にいた乗客と乗員に対して，検疫法にもとづく措置が講じられた。

具体的には，乗客と乗員は同法により十日間の停留措置がとられたのであった。

4人目の感染者は，カナダで一緒に行動し，濃厚接触者として停留措置を受け

た高校生であった。その後， 5月16日には，兵庫県で海外渡航歴のない高校生

の感染がみつかり，日本政府は，「新型インフルエンザ対策行動計画11」にも

とづく対策レベルを海外発生期にあたる第一段階から国内発生早期にあたる第

二段階へと引き上げた。その後，政府は，空港や港などにおいて水際対策を展

開し，日本国内へのさらなる感染症の流入を防ぐことに務めた。

WHO は 6月12日に「フェーズ 6」を宣言した。WHO によれば，パンデ

ミックは，「mild（緩やか）」の段階ではなく，「moderate（中程度）」の段階で

あり，新型インフルエンザが世界的に流行していることが明らかになった。他

国と比べて日本で死亡者数が少なかったのは，ガバナンスが実現したといえる

が，官民が協力したかたちで対策が練られたからであった。たとえば，水際対

策に加え，感染拡大を防ぐために教育現場では学校閉鎖を行うなどの取り組み
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がなされた。また，医療に関しては，手洗いやマスク着用など公衆衛生教育の

徹底や，高水準の医療技術などとともに，ワクチンの投与なども迅速になされ

た。日本での新型インフルエンザの流行は，翌年まで続いたが， 3月末になり，

ようやく厚生労働省が流行の終息を発表した。

このようにみてくると，2009年 4 月から2010年 3 月までの約一年間にみられ

た出来事は，本稿をまとめる際に有用な事例を提供していることがわかる。新

型インフルエンザの流行は，グローバリゼーションがパンデミックをもたらす

可能性をもつことを示した一つの事例として捉えられる。パンデミックに直面

した際に，国家は主たるアクターでありながらも単独ではなく，多様なアク

ターとともに問題解決に取り組むことが求められ，その結果としてガバナンス

が実現することになる。まさに，グローバリゼーションに直面して，国家が他

のアクターとともにガバナンスを行っているという構図であり，国家が依然と

して統治には欠かせない存在であり，国家が統治に関して有する「責任」や統

治の「正統性」が大きな役割を果たすことを示している。

ガバナンスにおいては，責任や正統性がともなっているのであろうか。ガバ

ナンスには，多様なアクターがかかわるため，アクター間のネットワーク化を

いかに実現するかという点だけでなく，各アクターの正統性をいかに担保する

かという問題も生じる。多様なアクターが関与した結果として，ガバナンスが

実現せず，アナーキーな状態が生じることは避けられねばならないし，問題解

決の過程が無責任なものとなってはならない。また，責任の所在が不明確にな

らないようにする必要がある。責任という問題は無視できないし，それに関連

して正統性の問題も避けることはできない。

グローバリゼーションを経験した現在，国家には改めて統治の責任が求めら

れているように思われる。それは，国家が正統性をもっているからであり，正

統性を有するがゆえに，そこには責任がともなうのであり，国家による統治に

は常に責任が問われることになるからである。とりわけ，民主主義国家におい

ては，政府が統治を行っており，政府には正統性があり，同時に責任もある。

ガバナンスにおける正統性の問題は，民主主義とガバナンスとのかかわりを考
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える際に忘れることができない点である。ガバナンスには，民主的正統性が重

要であるが，国家のようなアクターの正統性だけでなく，問題解決へ向けた取

り組みの正統性にも目を向ける必要がある。

2010年代以降のポスト・グローバリゼーションの時代において，国家は従来

よりも存在感を示し，グローバリゼーションによってもたらされた諸課題を解

決するための取り組みを主導的な立場から行っているように思われる。一言で

いえば，ポスト・グローバリゼーションにおいては，国家の機能強化ないし相

対的な地位強化が一つの特徴である。たとえば，パンデミックの予防はもちろ

ん，移民や難民などの問題，地球環境問題，さらに，戦争やテロなどの安全保

障にかかわる問題や，国際経済に関する問題も無視することはできない。民主

化の第三の波によって民主主義となったにもかかわらず，その後，揺り戻しが

生じた国々においても，国家の機能強化という意味で「権威主義化」がもたら

されたという見方が可能になるかもしれない。

グローバリゼーションという一つの大きな流れを経験した後にみえてきた光

景をどのように捉えるのか。それを「ポスト」グローバリゼーションと呼ぶの

か，それともグローバリゼーションが続いていると考えるのか，焦点をどのよ

うに定めるのかは論者によって異なる。同様に，ポスト・グローバリゼーショ

ンの段階においては，国家の機能が強化したとか存在感を増したとかという見

方が存在する一方で，他方においては，グローバリゼーションにより相対的に

国家の地位が低下し，弱体化しているという見方もみられる。少なくとも，本

稿の議論をふまえ，2020年の COVOD-19の感染拡大をみると，今やポスト・

グローバリゼーションともいえる段階に入り，国家の存在感が一気に増して機

能が強化しているように思われる。

注
1 	国連加盟国の加盟年の順序については，国連の以下のサイトを参照されたい。
<https ://www.unic .or . jp/ info/un/un_organizat ion/member_nat ions/
chronologicalorder/>
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2 	それらは，インド，フィリピン，ベラルーシ，ウクライナ，シリアである。
3 	中国の代表権に関して，台湾は，1971年までは国連に加盟していたが，中国が代表

権をもつようになってからは加盟していないため，この点からも国連加盟国数と現
存する国家数とが一致しているわけではない。

4 	要求としてのインプットは具体的に，⑴財とサービスの分配のための要求，⑵行動
の規制のための要求，⑶最大限ないし最小限の課税のための要求と，他の形態によ
る資源抽出のための要求，⑷情報のコミュニケーションのための要求，⑸政治過程
での参加や，社会集団にとっての代表のより公平さのための要求，⑹より大きな安
定と秩序のための要求などの六つに分けられる。支持は，⑴政治的資源の支持であ
り，政策の形成にかかわること，⑵政治システムの政策に対して応答するように，
従属的支持ないし追従などに分けられる。アウトプットは，⑴貢物，戦利品，租税，
人的サービスがともなう調達，⑵多様な形態による行動の規制，⑶財，サービス，
機会，名誉，地位，同様のものの分配，⑷価値の確認，政治的シンボルの誇示，政
策と意向の表明を含む象徴的アウトプットなどである。

5 	たとえば，ハースト（Paul Hirst）は，ガバナンスが主に五つの分野でみられると指
摘している（Hirst 2000）。第一に，経済的発展の分野での「グッド・ガバナンス」

（good governance）であり，第二に，たとえば，「グローバル・ガバナンス」ともい
えるような，国際的な制度や体制にみられる「ガバナンス」である。第三に，「コー
ポレート・ガバナンス」（corporate governance）であり，第四に，1980年代以降の
行政改革の議論で出てきた NPM（New Public Management）に関連した「ガバナ
ンス」がある。第五に，「ソーシャル・ガバナンス」（social governance）とも呼ば
れるような，ネットワークやパートナーシップなどによる調整活動に関連した「ガ
バナンス」である。五つの分野のガバナンスには共通点があるとともに，相違点も
多く存在する。その中には，相互に関連したものもあるが，全く関連性をもたない
ような分野もある。ガバナンスが社会のさまざまな側面にみられることもあり，概
念について，論者の間で一致した見解はあまりみられない。

6 	このような立場の代表的な論者としては，ピーレ（Jon Pierre）やピーターズ（B. 
Guy Peters）などの名前を挙げることができる（Pierre and Peters 2000）。

7 	社会中心アプローチの代表的な論者としては，ローズ（R. A. W. Rhodes），コーイマ
ン（Jan Kooiman）などの名前が挙げられる（Rhodes 1997; Kooiman 1993）。それ以
外にも，ヨーロッパの研究者たちがガバナンス研究のネットワークを構築しており，
ドイツのマックス・プランク研究所や，オランダのエラスムス大学を中心とする

「ガバナンス・クラブ」なども挙げられる。
8 	COVID-19については，日本政府の「新型コロナウイルス感染症対策本部」の資料を

参照。
＜ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/taisaku_honbu.html ＞

9 	たとえば，岩崎（2020，近刊）を参照されたい。
10	内閣官房の「新型インフルエンザ等対策」に関するサイトでは，「スペインインフル
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エンザ発生から100年，2009年の新型インフルエンザ A（H1N1）発生から10年」と
いう趣旨で特集が組まれている。それについては，以下を参照されたい。<https://
www.cas.go.jp/jp/influenza/2018_2019_toku.html>

11	「新型インフルエンザ対策行動計画」については，以下を参照されたい。内閣官房の
サイトは，以下を参照。<https://www.cas.go.jp/jp/influenza/index.html> また，厚
生 労 働 省 の サ イ ト は 以 下 を 参 照。<https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/
kekkaku-kansenshou04/13.html>
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